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は し が き

　社団法人　日本溶接協会　鉄鋼部会技術委員会では，J積分破壊基準の実用的意義

の検討の必要性を認め，昭和51年度より　J　I委員会を発足させて，52年度にわたり

共同研究を実施した。これは従来の豊富なCOD研究の実績をふまえ，J積分破壊基

準の基本的側面のみを主として実験的に調査して，・その特性を把握することを目指し

たものである。

　本共同研究は　中立機関・施工各社・製鋼各社において分担実施され，研究結果は

J　I委員会において種々検討が加えられた後，本報告書がとりまとめられた。
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1．緒 口

　塑性変形をともなう破壊発生に対しては，今のところCOD（δ〕概念がかなり有効であることが判明しており，そ

れなりに多数のデータの蓄積もあるわけであるが，δ概念の実用化にあたって解決すべき問題も少なくない。

　」積分は実際上，δ概念と大きな違いはないと考えられるが，δと比較して注目すべき特徴は，定義が明確であ

ること，したがってそれなりの物理的意味もδより明確であることであろう。わが国ではδがことに1arge　scale

yielding下の破壊に対し比較的良い破壊パラメータとなることがわかっているが，何をもってδの値とするかは

便宜上の数学モデルであるDugdale　Barenblattの弾塑性クラック模型の上でのみ明確に定義できるだけであっ

て，一般には適当な仮定により適宜定義してこれを定めざるを得ず，幾何学的，力学的条件が異なっている場合，

それぞれの定義のされ方の等価性について理論的，ないし実験的保証が得られているわけではない。さらにこのこ

とがδ概念を条件の複雑な実際構造物の設計，施工・管理（欠陥評価）を行う上に応用するための具体的手順を

確立する際の障害となっていることは周知のとおりである。J積分はある程度はこうした問題に実用的解決の道を

与えてくれる可能性がある点が注目される。

　J積分を破壊基準として用いようとする動きは主として米国にみられるが，どちらかというと原子炉圧力容器な

どK、G試験がむずかしいheavy　section　stee1のKfcを小型試験から推定するための手段という立場で取扱わ

れている点がわれわれの立場と異なっているように思われる。さらにJ積分が破壊パラメタとして実用上どの程度

有効であり，どのような適用限界があるかという実験的データは少ないようである。

　本研究は上記のような背景のもとに」積分の評価法，破壊基準としての有効性，各種影響因子，C　O　Dとの関連

など，共同研究を通じて各種の実験データの集積をはかることにより把握し，J積分概念の適用に際して必要な基

礎資料を得ることを目的とした。

　本研究計画は当初TM委員会において立案されたのである瓜　同委員会の解散・J　I委員会の発足と共にJ　I委

員会において実施された。諸般の事情から研究の進捗が当初の計画より遅れたが，昭和52年度に実験を完了し，

結果の技術的検討・考察を経て，本最終報告書がとりまとめられた。

　本報告書の第3章は各担当者ごとの実験研究のまとめであり，第4章には検討項目ごとに総合的考察がなされて

いる。

2．研究　内　容

2．1研究項目
　検討の対象とした項目とその概要は次のとおりである。

研究項目（1）　」の算定法

　　いかにして精度よく，しかも簡便な方法でJ値を推定するかを，主としてF　EMその他の数値解析法を用いて調

　査すると共に，切欠付試験片の荷重一変形測定などによる実験的検討を行う。

研究項目（2）　Jc破壊基準の工業的有効性

　　JG値がどの程度よく破壊挙動を説明し得るか（δcとの比較も含む）を各種破壊試験を通じて実験的に調査す

　る。切欠は原則としてα2㎜1以下の幅の機械加工スリットとし，主に試験片寸法（切欠寸法），形状，負荷様式を

　変化させたもの同志の」。値の対比を行う。

研究項目（3）Notch　Acuityの影響

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一6一
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